












































No1
○ ● ○ ○人事

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤職員 ○会計年度任用職員 ）

①

②

③

内線 2111

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（6年度）

部課名
担当者名

総務企画部総務企画課

大山、遠藤、内田

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-01-07 行政評価システムの推進

課長名 漆畑
01-01-12

事務事業の種類 新規事業 6年度 5年度

目的

　全政策・施策・事務事業の評価を実施し、コストを意識した効果的かつ効率的な区政運営を図ること
で、必要な行政サービスを提供する。
　また、分析・評価結果を公開することで、区が実施する事業等の内容や成果における、区民への説明
責任を果たす。

対象者
等

区民、区職員

内容

　区で実施している全ての政策・施策・事務事業を政策、施策、事務事業から構成される「行政評価事
業体系」に基づき、公会計制度による詳細な財務情報等も活用し、フルコストによる分析・評価を行
う。結果については決算特別委員会前に公表し、区議会等の意見を新年度予算の編成に反映させる。
　また、各施設の分析シートを作成して評価・分析を行うとともに、施設の情報を全庁で一元管理、共
有化することにより、区施設全体の適正な維持・管理につなげる。

目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進
施策 01 戦略的な政策形成と行政改革の推進

実施基準 計画区分

経過

平成26年度　分析シート管理をExcelからシステムに変更。政策・施策分析シートに幸福実感指標を導入
平成27年度　事務事業分析シートの様式を改善
平成29年度　分析シートに新公会計制度による財務情報を反映。施設分析シートを導入
令和元年度　サンセット方式を導入し、基準を定めた上で、事務事業の分類を開始
令和 2年度  終期設定が可能な事務事業に終期を設定（原則令和３年度末）
令和 3年度　サンセット対象事業について公会計を用いたフルコスト分析を行い、必要性や有効性等
　　　　　　を検討の上、事業の休止・完了を実施。

必要性

　区民への説明責任を徹底するとともに、限られた予算の中で実施した事業に対する成果及び効果を分
析することは、より効率的な区政運営を行っていくためにも非常に重要である。

実施
方法

2一部委託

○区職員自ら各事業及び各施設の分析・評価を行っており、一部システムの保守を委託している。

事務事業分析シート（令和6年度）

協働 業務 財務

10 10

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 年度 根拠

法令等

政策 15
行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

平成 17 2005

6年度
見込み

目標値
(8年度)

休止・完了・改善・見直し事業の
件数

53

51 55 65

指標に関する説明

46 65 ※R3はサンセットの結果を含む

新規充実事業件数 60 58

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

重点的に推進 重点的に推進

　今後も想定される厳しい財政状況の中で、真に必要な区民サービスを
適切に提供していくために、不要不急の事業を見直し、選択と集中によ
り、戦略的に事業を実施していくため、重点的に推進する。

3年度 4年度 5年度

行政評価の推進

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

1,804 1,804 1,804
30年度 元年度 2年度

1,804 1,804 1,804
2,005 1,984 3,056 1,804

予算・決算額等の推移
予算額

2,875 1,804

4年度 5年度 6年度

行政評価の対象　【事務事業】 968 942 947 930 915 890 874
4年度 5年度 6年度実

績
の
推
移

事項名（6年度は見込み） 30年度 元年度 2年度 3年度

　　　　　　　　【政策】 15

1,824 1,804

3年度

　　　　　　　　【施設】 182 182 184 181 181 177 179

　　　　　　　　【施策】 86 86 86 86 86

0

0

令和4年度（決算） 令和5年度（決算） 令和6年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

15 15 15 15

勘定科目 5年度

86 86

1,804 委託料 行政評価システム保守委託 1,804委託料 行政評価システム保守委託 1,804 委託料 行政評価システム保守委託

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

19,206 1,970 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 17,236 ▲ 19,206

0

▲ 19,206

15 15

▲ 19,206

物件費 1,804
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 2,046

4年度

▲ 1,970
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 1,970
特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)

行政費用合計(b) 17,236

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 17,236

・昨今の物価高騰等による景気の下振れリスクや、施設の更新など中長期的なスパンでの大規模な行政需
要による区財政への影響を踏まえ、持続可能な行財政運営を行うために限られた財源を有効に活用し、選
択と集中による事業実施を行う必要がある。
・データに基づく政策立案（EBPM）の考え方を職員に浸透させ、政策目的を明確化した上で合理的根拠に
基づく新規事業の立案に結びつけるとともに、事業の成果を適切に評価する成果指標の設定を継続し、事
業の改善や見直し、継続等の判断材料として活用することで更なる効率的な事業実施に努める必要があ
る。

差額 勘定科目

決算額（6年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

令和2年度9月会議　サンセット方式を活用した事業の見直しに係る進捗、報告時期、今後の展開について
令和3年度6月会議　サンセット方式の進捗等について
令和5年度6月会議　行政評価について

令和5年度に実施した
改善内容および評価

1,804 0 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 0 0

地方税等 0 0

0

実施計画の策定と合わせて、各施策
におけるアウトカム指標の見直しを
検討する。

更なる歳出削減、効率的な事業の
推進に向けて制度の在り方を検討
する。

EBPM手法等を取り入れながら、適
正な指標設定となるよう引き続き
検証を行い、必要な見直しを行
う。

行政評価において事務事業の効果検
証を実施し、事業の効果検証を実施
した。

政策・施策のアウトカム指標、事務
事業のアウトプット指標の設定を中
心に指標の見直しを実施した。

令和5年度に取り組む
具体的な改善内容

令和6年度以降に取り組む
具体的な改善内容

行政評価における事務事業の効果検
証を踏まえながら、歳出の削減に努
める。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 14,647 15,356

1,261

4年度 5年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0

709

行
政
収
入

▲ 1,970

備
考

給与関係費については人事異動や業務分担の見直しによる職員体制の変更により、差額が生じている。
物件費については、システム保守委託費のみである。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 17,236

785


































































